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議案第38号 

 

   令和５年度松野町一般会計補正予算（第３号） 

 

 令和５年度松野町の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ22,346千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ4,075,821千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」

による。 

 （地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

 

 

     令和５年９月５日提出 

 

松野町長 坂 本   浩 
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第　1　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正
（歳入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

令和 5年度松野町一般会計予算に関する説明書

２，１１８，５４３
10.地方交付税

１５，４６３ ２，１３４，００６

1.地方交付税
２，１１８，５４３ １５，４６３ ２，１３４，００６

２６５，８０７
15.県支出金

８８０ ２６６，６８７

2.県補助金
１６５，１２０ ８８０ １６６，０００

１０，０３１
17.寄附金

１，０００ １１，０３１

1.寄附金
１０，０３１ １，０００ １１，０３１

６３２，９２４
21.町債

５，００３ ６３７，９２７

1.町債
６３２，９２４ ５，００３ ６３７，９２７

歳　　入　　合　　計
４，０５３，４７５ ２２，３４６ ４，０７５，８２１

―　2　― 一般



―　3　― 一般

（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2.総務費
８４７，１３９ △２，４１７ ８４４，７２２

1.総務管理費
８０１，５９５ △３，９９８ ７９７，５９７

2.徴税費
２１，９７２ １，４７３ ２３，４４５

3.戸籍住民基本台帳
費 １５，５９８ ２０ １５，６１８

4.選挙費
６，９２１ ８８ ７，００９

3.民生費
８６６，４５６ ７，０７９ ８７３，５３５

1.社会福祉費
６７９，９６９ ８，６４６ ６８８，６１５

2.児童福祉費
１８６，４７６ △１，５６７ １８４，９０９

4.衛生費
２２９，１２９ ４，２０１ ２３３，３３０

1.保健衛生費
２０２，８７９ ４，２０１ ２０７，０８０

6.農林水産業費
３５１，６５８ １０，９７６ ３６２，６３４

1.農業費
２６６，５９６ １０，９２９ ２７７，５２５

2.林業費
８４，０５０ ４７ ８４，０９７

7.商工費
２４９，６４８ △２，６２０ ２４７，０２８

1.商工費
２４９，６４８ △２，６２０ ２４７，０２８

8.土木費
４１１，５００ ５２１ ４１２，０２１

4.住宅費
３３，９４４ ５２１ ３４，４６５



（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

10.教育費
４１３，００１ ４，６０６ ４１７，６０７

1.教育総務費
９４，３６０ ３，１７７ ９７，５３７

4.社会教育費
１７６，２５１ ２，５９９ １７８，８５０

5.保健体育費
４７，１０７ △１，１７０ ４５，９３７

歳　　出　　合　　計
４，０５３，４７５ ２２，３４６ ４，０７５，８２１

―　4　― 一般



第　２　表　　地方債補正
　　（単位：千円）

令和 5年度　　
　変　更

起債の目的
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

限　度　額 起債の方法 利　率 償還の方法 限　度　額 起債の方法 利　率 償還の方法

　証書借入
　　又は
　証券発行

　年3.00％以内
（但し、利率見
直し方式で借入
れる政府資金及
び地方公共団体
金融機構資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利
率）

　政府資金につ
いては、その融
通条件により、
銀行その他の場
合には、その債
権者と協定する
ものによる。
　ただし、町財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮し
、又は繰上償還
もしくは低利に
借換えすること
ができる。

　証書借入
　　又は
　証券発行

　年3.00％以内
（但し、利率見
直し方式で借入
れる政府資金及
び地方公共団体
金融機構資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利
率）

　政府資金につ
いては、その融
通条件により、
銀行その他の場
合には、その債
権者と協定する
ものによる。
　ただし、町財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮し
、又は繰上償還
もしくは低利に
借換えすること
ができる。

３４８，６００
過疎対策事業債（ハード事業
分） ３５６，０００

１１，５２４臨時財政対策債 ９，１２７

―　5　― 一般



Ⅰ　歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

（歳入） （単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

1.総　括

10.地方交付税
２，１１８，５４３ １５，４６３ ２，１３４，００６

15.県支出金
２６５，８０７ ８８０ ２６６，６８７

17.寄附金
１０，０３１ １，０００ １１，０３１

21.町債
６３２，９２４ ５，００３ ６３７，９２７

歳　　入　　合　　計
４，０５３，４７５ ２２，３４６ ４，０７５，８２１

―　6　― 一般



―　7　― 一般

（歳出） （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計 特　定　財　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一般財源

款
補　正　額　の　財　源　内　訳

2.総務費

847,139 △2,417 844,722 △2,417
3.民生費

866,456 7,079 873,535 250 6,829
4.衛生費

229,129 4,201 233,330 630 3,571
6.農林水産業費

351,658 10,976 362,634 6,200 4,776
7.商工費

249,648 △2,620 247,028 △2,620
8.土木費

411,500 521 412,021 521
10.教育費

413,001 4,606 417,607 1,200 1,000 2,406

880
歳　　出　　合　　計

4,053,475 22,346 4,075,821 7,400 1,000 13,066



2.歳　入

地方交付税 地方交付税1項10款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

15,4631. 1. ・地方交付税地方交付税 2,118,543 15,463 2,134,006 普通交付税15,463

2,118,543 15,463 2,134,006計

10 款合計 2,118,543 15,463 2,134,006

県支出金 県補助金2項15款

2502. 5. ・児童福祉総務費補助金民生費県補助金 23,739 250 23,989 えひめ人口減少対策総合交付金250

6303. 1. ・保健衛生費補助金衛生費県補助金 2,797 630 3,427 えひめ人口減少対策総合交付金630

165,120 880 166,000計

15 款合計 265,807 880 266,687

寄附金 寄附金1項17款

1,0002. 2. ・企画費寄附金総務費寄附金 10,030 1,000 11,030 企業版ふるさと応援寄付金1,000

10,031 1,000 11,031計

17 款合計 10,031 1,000 11,031

町債 町債1項21款

7,4001. 1. ・過疎対策事業債過疎対策事業債 451,300 7,400 458,700 過疎対策事業債（ハード事業分）7,400

△2,3975. 1. ・臨時財政対策債臨時財政対策債 11,524 △2,397 9,127 臨時財政対策債△2,397

―　8　― 一般10.款 地方交付税



―　9　― 一般21.款 町債

町債 町債1項21款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

632,924 5,003 637,927計

21 款合計 632,924 5,003 637,927

4,053,475 22,346 4,075,821歳入合計



3.歳　出

2款 総務費 1項 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 1.報酬一般管理費 327,098 △3,998 323,100 △3,998 会計年度任用職員報酬1,370 1,370・

2.給料 一般職給△4,000 △4,000・

3.職員手当等 管理職手当△1,178 △375・
扶養手当 251・
勤勉手当 △900・
一般職期末手当 △300・
パートタイム会計年度任用職員期末手 146・
当

4.共済費 社会保険料△190 192・
一般職員共済組合負担金 △500・
パートタイム会計年度任用職員共済組 118・
合負担金

801,595 △3,998 797,597 △3,998計

2款 総務費 2項 徴税費

2. 12.委託料賦課徴収費 5,977 1,473 7,450 1,473 住民税システム改造委託料1,473 1,473・

21,972 1,473 23,445 1,473計

2款 総務費 3項 戸籍住民基本台帳費

1. 3.職員手当等戸籍住民基 15,598 20 15,618 20 勤勉手当20 20・
本台帳費

15,598 20 15,618 20計

―　10　― 一般2.款総務費



―　11　― 一般2.款総務費

2款 総務費 4項 選挙費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 4.共済費選挙管理委 3,700 88 3,788 88 一般職員共済組合負担金88 88・
員会費

6,921 88 7,009 88計

2 款合計 847,139 △2,417 844,722 △2,417

3款 民生費 1項 社会福祉費

1. 2.給料社会福祉総 141,077 4,365 145,442 4,365 一般職給2,870 2,870・
務費

3.職員手当等 扶養手当705 △200・
勤勉手当 319・
住居手当 △24・
一般職期末手当 532・
一般職通勤手当 78・

4.共済費 一般職員共済組合負担金790 790・

3. 2.給料老人福祉費 214,446 1,072 215,518 1,072 一般職給△700 △700・

3.職員手当等 勤勉手当△228 △200・
住居手当 172・
一般職期末手当 △200・

4.共済費 一般職員共済組合負担金△200 △200・

27.繰出金 介護保険特別会計繰出金2,200 2,200・



3款 民生費 1項 社会福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

4. 22.償還金、利障害者福祉 196,253 3,209 199,462 3,209 障害者自立支援給付費国庫負担金返還3,209 2,978・
子及び割引費 金
料 障害者医療費国庫負担金返還金 231・

679,969 8,646 688,615 8,646計

3款 民生費 2項 児童福祉費

1. 18.負担金、補児童福祉総 61,173 1,500 62,673 250 1,250 出産世帯応援事業補助金1,500 1,500・
助及び交付務費
金

3. 1.報酬保育所費 119,636 △3,067 116,569 △3,067 会計年度任用職員報酬810 810・

2.給料 会計年度任用職員給△2,000 △2,000・

3.職員手当等 フルタイム会計年度任用職員期末手当△277 △400・
パートタイム会計年度任用職員期末手 160・
当
一般職通勤手当 35・
フルタイム会計年度任用職員通勤手当 △72・

4.共済費 社会保険料△1,600 △1,000・
フルタイム会計年度任用職員共済組合 △400・
負担金
パートタイム会計年度任用職員共済組 △200・
合負担金

186,476 △1,567 184,909 250 △1,817計

3 款合計 866,456 7,079 873,535 250 6,829

―　12　― 一般3.款民生費



―　13　― 一般4.款衛生費

4款 衛生費 1項 保健衛生費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 2.給料保健衛生費 161,566 3,497 165,063 630 2,867 一般職給715 △500・
会計年度任用職員給 1,215・

3.職員手当等 扶養手当△891 △198・
勤勉手当 △300・
住居手当 △280・
一般職期末手当 △300・
フルタイム会計年度任用職員期末手当 133・
一般職通勤手当 24・
フルタイム会計年度任用職員通勤手当 30・

4.共済費 社会保険料△134 160・
一般職員共済組合負担金 △400・
フルタイム会計年度任用職員共済組合 106・
負担金

12.委託料 健康管理システム改造委託料629 629・

18.負担金、補 妊産婦等交通費助成金1,260 1,260・
助及び交付
金

22.償還金、利 感染症予防事業費等国庫補助金返還金1,918 191・
子及び割引 新型コロナウイルスワクチン接種体制 990・
料 確保事業費国庫補助金返還金

新型コロナウイルスワクチン接種対策 737・
費国庫負担金返還金

3. 2.給料環境衛生費 36,935 704 37,639 704 一般職給256 256・

3.職員手当等 住居手当400 264・
一般職期末手当 66・



4款 衛生費 1項 保健衛生費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

3. 3.職員手当等環境衛生費 一般職通勤手当 70・

4.共済費 一般職員共済組合負担金48 48・

202,879 4,201 207,080 630 3,571計

4 款合計 229,129 4,201 233,330 630 3,571

6款 農林水産業費 1項 農業費

2. 2.給料農業総務費 26,340 1,578 27,918 1,578 一般職給1,357 1,357・

3.職員手当等 扶養手当△69 △200・
勤勉手当 189・
住居手当 △324・
一般職期末手当 266・

4.共済費 一般職員共済組合負担金290 290・

3. 18.負担金、補農業振興費 33,583 3,116 36,699 3,116 キウイフルーツ花粉生産実証支援事業3,116 3,116・
助及び交付 費補助金
金

4. 17.備品購入費担い手育成 106,200 6,235 112,435 6,200 35 田植機購入費6,235 4,277・
対策費 木材粉砕機購入費 1,958・

266,596 10,929 277,525 6,200 4,729計

―　14　― 一般4.款衛生費



―　15　― 一般6.款農林水産業費

6款 農林水産業費 2項 林業費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 3.職員手当等林業総務費 22,457 47 22,504 47 勤勉手当47 35・
一般職期末手当 12・

84,050 47 84,097 47計

6 款合計 351,658 10,976 362,634 6,200 4,776

7款 商工費 1項 商工費

1. 2.給料商工総務費 16,726 △2,620 14,106 △2,620 一般職給△1,400 △1,400・

3.職員手当等 扶養手当△720 △120・
勤勉手当 △300・
一般職期末手当 △300・

4.共済費 一般職員共済組合負担金△500 △500・

249,648 △2,620 247,028 △2,620計

7 款合計 249,648 △2,620 247,028 △2,620

8款 土木費 4項 住宅費

1. 2.給料住宅管理費 33,944 521 34,465 521 一般職給79 79・

3.職員手当等 一般職期末手当42 28・
一般職通勤手当 14・

4.共済費 一般職員共済組合負担金400 400・



8款 土木費 4項 住宅費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

33,944 521 34,465 521計

8 款合計 411,500 521 412,021 521

10款 教育費 1項 教育総務費

2. 2.給料事務局費 93,298 3,177 96,475 1,000 2,177 一般職給1,501 1,501・

3.職員手当等 管理職手当346 375・
扶養手当 △60・
勤勉手当 80・
住居手当 △174・
一般職期末手当 211・
一般職通勤手当 △86・

4.共済費 一般職員共済組合負担金280 280・

17.備品購入費 庁用器具費1,050 1,050・

94,360 3,177 97,537 1,000 2,177計

10款 教育費 4項 社会教育費

2. 1.報酬公民館費 87,179 △2,112 85,067 △2,112 会計年度任用職員報酬△1,601 △1,601・

2.給料 一般職給297 239・
会計年度任用職員給 58・

3.職員手当等 勤勉手当△519 △100・
住居手当 21・

―　16　― 一般8.款土木費



―　17　― 一般10.款教育費

10款 教育費 4項 社会教育費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2. 3.職員手当等公民館費 一般職期末手当 △100・
フルタイム会計年度任用職員期末手当 13・
パートタイム会計年度任用職員期末手 △353・
当

4.共済費 社会保険料△289 △220・
フルタイム会計年度任用職員共済組合 50・
負担金
パートタイム会計年度任用職員共済組 △119・
合負担金

6. 3.職員手当等文化振興費 63,883 4,711 68,594 1,200 3,511 扶養手当144 120・
一般職期末手当 24・

12.委託料 測量設計委託料290 290・

16.公有財産購 土地購入費995 995・
入費

18.負担金、補 町指定文化財保存管理費補助金3,282 3,282・
助及び交付
金

176,251 2,599 178,850 1,200 1,399計

10款 教育費 5項 保健体育費

3. 2.給料学校給食費 32,220 △1,170 31,050 △1,170 会計年度任用職員給△900 △900・

3.職員手当等 フルタイム会計年度任用職員期末手当△120 △100・
フルタイム会計年度任用職員通勤手当 △20・



10款 教育費 5項 保健体育費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

3. 4.共済費学校給食費 フルタイム会計年度任用職員共済組合△150 △150・
負担金

47,107 △1,170 45,937 △1,170計

10 款合計 413,001 4,606 417,607 1,200 1,000 2,406

4,053,475 22,346 4,075,821 880 7,400 1,000 13,066歳出合計

―　18　― 一般10.款教育費
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１　特別職

4,365

27,148

0
(0.00)

0

町長・副町長・教育長

74,173 10,070 84,243

4,365 23,509

11,123 10,070

27,881

町長・副町長・教育長

(0.00)
0

0 0 0 0計 0 0 0

議 員 0 0 0 0

0 0 0

0 0

10 42,425 20,625

27,881

74,173

7

3

0 0

比 較
その他

14,544

10 42,425

長 等 20,625

計

長 等

議 員

20,625 11,123

(3.3)
4,600

(3.3)

計

7 14,544

補 正 後
その他

議 員

長 等 3 20,625

補 正 前
その他 27,881

(3.3)
6,523

19,144

27,881

6,523

19,144

0

27,881

32,853

0

0

27,881

0 0

(人) (千円) (千円) (月分)

27,148

84,243

(3.3)

0 0

(千円)

32,8535,705

23,509

5,705

(千円)

報 酬 給 料
期 末 手 当

(千円)

計

4,600

(千円)
年 間 支 給 率

合 計
備 考

Ⅱ　給与費明細書

区 分
職員数

給 与 費

共 済 費



２　一般職
　（１）総　括

備考：（　）内は、短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの
　　　通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

　　　ア　会計年度任用職員以外の職員

備考：（　）内は、短時間勤務職員について外書き

136,121 377,740 78,264

77,968

△ 1,157

△ 3,644

13,510

13,510

0

3,654

0

△ 1,157 0

△ 299
△ 3

△ 3,943比 較
( )

579 △ 1,925 △ 2,298
0

補 正 前
( )

65,617 319,894 167,615
47
106

補 正 後
( )

66,196 317,969 165,317
103

47

区 分
職員数

給 与 費
共 済 費

職 員 手 当 計
(人) (千円) (千円) (千円)

合 計
備 考報 酬 給 料

(千円) (千円)

101,041 654,167

650,224549,482 100,742

(千円)

△ 462

41,875

43,032

553,126

0

77,850

△ 407

(千円)

7,537 1,083

1,083

0

77,388

542

△ 345

3,5817,944

73

6,7208,886

6,720

0

8,886

50

50

0

4,023

4,368

行旅死亡人
取扱業務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

通勤手当 期末手当

(千円) (千円) (千円)

防疫等
作業手当

28

区 分
住居手当 児童手当

管理職員特
別勤務手当

管理職手当宿日直手当
時間外
勤務手当

勤勉手当扶養手当

職員数
給 与 費

542

動物等処理
業務手当

(千円)

21

21

0

28

0

補正後

補正前

比　較

職員手当

の 内 訳

区 分
合 計

備 考報 酬 給 料 職 員 手 当 計
(千円)

共 済 費

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補 正 後
( )

0 241,619 456,004
70

補 正 前
( )

0 241,917 137,956 379,873 457,841
70

比 較
( 0 )

0 △ 298 △ 1,835 △ 2,133 296 △ 1,837
0

区 分
扶養手当 通勤手当

時間外
勤務手当

宿日直手当 期末手当 勤勉手当
管理職員特
別勤務手当

管理職手当 住居手当 児童手当
防疫等

作業手当
行旅死亡人

取扱業務手当
動物等処理
業務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
職員手当

補正後 7,537 2,803 11,853 1,083 51,600 41,875 542 8,886 4,023 5,820 50 28 21

の 内 訳
補正前 7,944 2,668 11,853 1,083 51,661 43,032 542 8,886 4,368 5,820 50 28 21

比　較 △ 407 135 0 0 △ 61 0 △ 345 0 0 0 0
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- 21 -　　　イ　会計年度任用職員

備考：（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し
　　　短い職員について外書き

　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

会計異動 千円
昇格 千円
育児休業 千円
会計年度任用職員の新規採用 千円
採用予定人数の減少 千円
その他 千円

会計異動 千円
昇格 千円
育児休業 千円
会計年度任用職員の新規採用 千円
採用予定人数の減少 千円
その他 千円

△ 1,925給 料

増 減 分

職 員 手 当
制 度 改 正 に 伴 う

0

備 考

そ の 他 の 増 減 分 △ 2,298

△ 2,298

給 与 改 定 に 伴 う
増 減 分

区 分
増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

説 明
(千円) (千円)

昇 給 に 伴 う

増 加 分

0

区 分
職員数

給 与 費
共 済 費 合 計

備 考報 酬 給 料 職 員 手 当 計
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補 正 後
( 47 )

66,196 76,350 29,196 171,742 22,478 194,220
33

補 正 前
( 47 )

65,617 77,977 29,659 173,253 23,073 196,326
36

比 較
( 0 )

579 △ 1,627 △ 463 △ 1,511 △ 595 △ 2,106
△ 3

区 分
扶養手当 通勤手当

時間外
勤務手当

宿日直手当 期末手当 勤勉手当
管理職員特
別勤務手当

管理職手当 住居手当 児童手当
防疫等

作業手当
行旅死亡人

取扱業務手当
動物等処理
業務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
職員手当

補正後 0 851 1,657 0 0

の 内 訳
補正前 0 913 1,657 0 26,189

25,788 0

0 0 0 0

0 00 0 0 900

比　較 0 △ 62 0 0 △ 401 0 0

0 0900 0

0 00 0

そ の 他 の 増 減 分 △ 1,925

△ 2,900
842

114
842

△ 2,038
1,215

△ 905
113

△ 755
323

△ 799
△ 275



　（３）一般職の給料及び職員手当の状況
　　　ア　職員１人当たり給与

　　　イ　初任給

　　　ウ　級別職員数

0
平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 295,132

)

-

労 務 職区 分

計
69 100.0 0 0.0

( )

( ) (

5 7.3
)

1

計
( ) ( )

級
(

級
39.1

( )

)

3 級

1 級
( )

27
(

2
( )

( ))
21.7

( )

2 級
( ) ( )

3 級
( )

15
(

4 級
( ) ( )

4 5.8

5 級
( ) ( )

8 11.6

( ) ( )
10 14.5

)

(

令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在
6

1 級
( )

26

0.0
)

( ) (

2 級
9 12.9

( ) ( )

級
21.4

2 級
( ) ( )

0 0.0

3 級
( )

15
(

4 級
( ) ( )

5 級
( ) ( )

10 14.3

級
( ) ( )

10 14.3

級 職 員 数 (人) 構 成 比

令 和 ５ 年 ９ 月 １ 日 現 在
6

7 級
( ) ( )

区 分
一 般 行 政 職 労 務 職

級 職 員 数 (人) 構 成 比 (％) (％)

大 学 卒 189,461 185,200

高 校 卒 157,599 154,600

区 分
一 般 行 政 職 労 務 職 国 の 制 度

（円） （円） 一 般 行 政 職 (円) 労 務 職 (円)

41.5

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 289,194
令 和 ５ 年 ９ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 315,895

平 均 年 齢 （ 歳 ） 40.2

令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 324,416

一 般 行 政 職
0

( ) ( )

級
( )

100.070

(
37.1

( )

)
計

)( ) (
0

計

7

級

0
-
0

(

級
)

1

)
3

平 均 年 齢 （ 歳 ）
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　（級別の標準的な職務内容）

　　　エ　昇給

　　　オ　期末手当・勤勉手当

課 長
局 長
室 長
主 幹

６ 級 ５ 級

事 務 長
保 健 師 長
園 長

課 長 補 佐
事 務 長
保 健 師 長
園 長

上 級 社 会 福 祉 士

技 師
保 育 士
栄 養 士
保 健 師
社 会 福 祉 士

上 級 保 育 士

社 会 福 祉 士

専 門 員
主 任 保 育 士
主 任 栄 養 士
主 任 保 健 師
主 任 社 会 福 祉 士

技 師
保 育 士
栄 養 士
保 健 師

４ 級 ３ 級

上 級 専 門 員
上 級 栄 養 士
上 級 保 健 師

１ 級

主 事主 査係 長課 長 補 佐

２ 級

有
4.400

級 等 に よ る 加 算 措 置

) ( ) (
国 の 制 度

( ) ( )
有

2.200 2.200 4.400

( ) ( )

( ) (
4.400

補 正 前
( ) (

2.200 2.200
)

補 正 後
( ) ( )

有
2.200 2.200

)
(月分) 1 ２ 月 (月分) ３ 月 (月分) (月分)

(％)

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

備 考
６ 月

(人)

(人)

(人)

補

正

前

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

(人)

(人)

号 級 数 別 内 訳

4

職 員 数 (Ａ) (人) 70 70

比 率 (Ｂ)／(Ａ) (％)

(人)8

(人)

号 級

4 号 級

号 級

(人)

補

正

後

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

(人)

号 級 (人)

号 級 数 別 内 訳 6

70職 員 数 (Ａ) (人) 70

労 務 職
区 分 合 計

代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職

区 分

一般行政職

比 率 (Ｂ)／(Ａ)

号 級

6 号 級

8 号 級

号 級

2 号 級

2 号 級



　　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　　　キ　地域手当

　　　ク　特殊勤務手当

　　　ケ　その他の手当
差 異 の 内 容

(2～20％加算)

（月分）
そ の 他 の

定 年 前 早 期

代 表 的 な 職 種
一 般 行 政 職 労 務 職

手 当 の 名 称

区 分 国 の 制 度 と の 異 同

代 表 的 な 特 殊 勤 務

給料総額に対する比率
支 給 対 象 職 員 の 比 率

（％）

通 勤 手 当 同　　　　じ

扶 養 手 当 同　　　　じ

住 居 手 当 異 　な 　る
令和元年人勧により、支給対象となる家賃額の下限を4,000円を引上げ、手当上限を1,000円引上げる改定を
行ったが、地域事情等を考慮し愛媛県は改定を行わなかった。給与等については県準拠としているため、松
野町も同様に改定なしとした。

（令和　年　月　日現在）

区 分 全 職 種

（％）

支 給 率 （％）

国 の 制 度 （ 支 給 率 ） （％）

支 給 対 象 地 域

支 給 対 象 職 員 数 （人）

国 の 制 度
定 年 前 早 期

24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置
( 支 給 率 等 )

(2～20％加算)

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置

退 職 時 特 別
備 考

（月分） 加 算 措 置 等 昇 給

最 高 限 度
区 分

20 年 勤 続 の 者 25 年 勤 続 の 者 35 年 勤 続 の 者
（月分） （月分）
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